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農地 、人家 、公共施設（市道）

防止区域　A=60.7ha

国庫 その他 県債 一般財源

横ボーリング工　Ｌ＝1440ｍ 【整備の必要性がわかる状況写真等】

法面保護工　A=460㎡　　他

調査設計業務　一式

過疎化、高齢化、担い手不足等の問題の抑止・抑制効果に期待

人家戸数： 67戸 評価

公共施設数： 2施設 (国道19号、1級市道上条花倉線)
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4-1　地域防災力の向上

（災害に強い地域づくり）

事業実施の

根拠法令等

長野県地域防災計画、長野市地域防災計画
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平成27年度

平成31年度
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400

45,000

事

業

目

的

  本地区は地形が急峻で、脆弱な地質構造をしており、近年の異常な集中豪雨や、地域の高齢化に農地の荒廃が進行し、地すべり

の発生する危険性が高まっている。地すべり等防止法第3条により指定された地すべり防止区域において対策工事を実施し、農地・

農業用施設、人家、公共施設等に及ぶ地すべり災害を未然に防止する。

着手年度

費用対効果

50,000

事

業

効

果

100,000

8,000

完成年度（見込み）

　地すべりによる、　農地30ha、人家67戸、公共施設(国道、市道)等への被害を防止する。

間接的効果

（定量的・定性的）

保全対象・範囲

受益対象・範囲

5年間

4,000 3,600

5,000

全体事業内容

（主な工種）

犀川

Ｗ

585.3

計画調査ボーリングBV-3

Dep=15m

計画水抜きボーリング工

L=30m×6本=180m

計画水抜きボーリング工

L=30m×6本=180m

法枠工+アンカー工

法枠工：S=300m2

アンカー工：L=7m×36本

MB-4

B2-1

②

②

②

③

③

③

新たな変状（擁壁目地の開口）

公共施設数： 2施設 (国道19号、1級市道上条花倉線)

農地面積、農業用施設： 農地：A=30ha

過去の災害履歴： 昭和51年10月豪雨で農道崩落、平成16年台風23号により大規模崩落 評価

交通遮断による地域経済への影響： 迂回路がない市道が遮断されると孤立世帯が発生する

地域防災計画上の位置づけ： 長野県地域防災計画、長野市地域防災計画に位置付けがある

費用便益比(B/C)： B/C=1.23 評価

事業期間： 平成27～31年度（5箇年）

工法等の比較検討： 経済性等比較検討を行い工法を決定する

地すべり滑動度： 伸縮計は未設置であるが、変動量が10mmを超えている 評価

地すべり変状： 過去1年以内に新たな滑落崖が形成され道路に影響が出ている

下流の堰堤等の整備状況： 地すべり発生箇所から下流の一部に堰堤があるが概ね満砂

事業情報の共有： 関係者に対し事業説明会を実施し周知している 評価

地域の取り組み： 地域で「地すべり対策委員会」を組織し、協力体制が出来ている

地域の合意形成： 事業目的・整備手法に対し地域の合意形成が図られている

住民との協働： 地すべり対策委員会を中心に、維持管理や巡視活動を実施している

評価結果 総合評価

北緯：N 138°038213

東経：E 36°574276

　工事着手前に工事説明会を開催している。

　④他事業・

　　プロジェクトとの

　　整合、関連

　地形の形状変化を最小限とする工法を検討し、法面は植生工により緑化を図る。

　⑤自然環境・

　　生活環境への

　　影響と配慮

　③事業説明等の経緯

○ A

計画熟度

必要性

効率性

B

A

A

　保全対象に人家15戸、国道、

市道、農地があることから、必要

性が高く、重要性も認められる。

　本事業で地すべりを防止することにより、災害に強い地域づくりを推進する。

行政改革課意見

事

業

周

辺

環

境

　②地域からの要望経緯

　　及び地域の関わり

  地域では地元住民により「地すべり対策実行委員会」を組織し、地域からの要望集約、説明会への参加等地域

の調整役として機能している。

  昭和51年10月の豪雨により地区末端部が崩落し、農道20ｍに亘り決壊。昭和55年3月に地すべり防止区域の地

区指定を受け地すべり対策事業を開始。平成16年の台風23号では、舞台沢集落上部で大規模な崩落が発生し、

現在でも各所で変状や小規模な崩落が発生している。

　①事業実施に至る

　　歴史的経緯・

　　社会的背景

A

重要性

事業代表地点

の緯度経度

　コスト縮減、建設副産物縮減を図る。　⑦その他

　⑥地域活性化への

　　影響と配慮

部意見

評

価

の

視

点

緊急性

　降雨時の地下水位上昇に起因する地すべ

りが発生しやすい状況となっている。市道が

被災すると集落が孤立化する恐れがあるこ

と、さらに住宅近くの一部斜面では変状が見

られることから早急な対策工事が必要であ

る。

B

犀川

Ｗ

585.3

計画調査ボーリングBV-3

Dep=15m

計画水抜きボーリング工

L=30m×6本=180m

計画水抜きボーリング工

L=30m×6本=180m

法枠工+アンカー工

法枠工：S=300m2

アンカー工：L=7m×36本

MB-4

B2-1

②

②

②

②道路部の変状が進行すると、人家2戸が被災。 ③擁壁部にも新たな変状あり 顕著な変状（擁壁、道路の押し出し）

③

③

③

新たな変状（擁壁目地の開口）


